
 

令和８ 年度東京都市町村当初予算（ 普通会計） の 概要 

 

 

１  はじ めに  

  こ の 資料は、 東京都市町村の 財政状況を 把握し 、 各団体の 財政運営に 貢献する こ と を 目

的と し て 、 地方自治法に 基づく 「 地方財政状況調査」 の 例に よ り 、 令和８ 年度東京都市町

村当初予算の 編成状況を と り ま と め た も の で あ る 。  

 

２   予算規模  

( 1)  東京都市町村の 令和８ 年度普通会計当初予算額は 、 ２ 兆１ ， ３ ０ ３ 億１ ６ 百万円で 、

前年度（ ２ 兆２ ８ ２ 億３ １ 百万円） と 比較し て １ ， ０ ２ ０ 億８ ４ 百万円、 ５ ． ０ ％の 増

と な っ た 。  

     な お、 国の 一般会計予算の 伸び率は６ ． １ ％の 増、 東京都の 一般会計予算は５ ． ４ ％

の 増、 特別区の 普通会計予算は６ ． ８ ％の 増、 地方財政計画（ 通常収支分と 東日本大震

災分の 合計） の 伸び率は５ ． ５ ％の 増で あ る 。  

 
 
 

当 初 予 算 伸 び 率 の 状 況                 

 
（ ２ )  予算額が 増加し た の は３ ５ 団体（ ２ ５ 市、 １ ０ 町村） で 、 減少し た の は４ 団体 

（ １ 市、 ３ 町村） で あ る 。 対前年度伸び率が ５ ％以上の 団体は１ ８ 団体で あ り 、  

△５ ％以下の 団体は３ 団体で あ っ た 。  
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                         予 算 規 模 伸 び 率 分 布 状 況                    

                              （ 単位： 団体）  

 

伸 び 率 市  町  村  計  前 年 度 計 

１ ５ ％  以上  ０  ３  ３  ２  

１ ０   ～ １ ５ ％  １  ２  ３  ６  

５   ～ １ ０ ％  ９  ３  １ ２  １ ６  

０   ～   ５ ％  １ ５  ２  １ ７  ５  

０   ～△ ５ ％  １  ０  １  ７  

△ ５   ～△１ ０ ％  ０  １  １  ２  

△１ ０   ～△１ ５ ％  ０  ０  ０  ０  

△１ ５ ％  以下  ０  ２  ２  １  

計  ２ ６  １ ３  ３ ９  ３ ９  

 
 

３   歳入の 状況 

    主な 歳入の 内訳は、 次の と おり で あ る 。  

                                                    構成比         増減率 

      地 方 税           ８ ， ２ ２ ２ 億９ ９ 百万円（ ３ ８ ． ６ ％      ３ ． １ ％）  

      地 方 交 付 税               ８ １ ５ 億８ ３ 百万円（   ３ ． ８ ％     ９ ． ７ ％）  

      国 庫 支 出 金           ４ ， ０ ５ ９ 億６ ２ 百万円（ １ ９ ． １ ％      ２ ． ９ ％）  

      都 支 出 金           ３ ， ６ ２ ６ 億 ７ 百万円（ １ ７ ． ０ ％      ６ ． ８ ％）  

      地 方 債             ８ ４ ５ 億８ ０ 百万円（   ４ ． ０ ％    １ ４ ． ２ ％）  

 

( 1)  一般財源（ １ 兆９ ４ ９ 億２ ２ 百万円）  

歳入総額に 占め る 一般財源の 割合は５ １ ． ４ ％で 、 前年度（ ５ １ ． ３ ％） を ０ ． １     

ポ イ ン ト 上回っ た 。  

 

  ①  地方税（ ８ ， ２ ２ ２ 億９ ９ 百万円）  

      前年度（ ７ ， ９ ７ ４ 億２ ３ 百万円） に 比べ３ ． １ ％の 増と な っ た 。  

 

    主な 税金の 種類別の 特徴は次の と おり 。  

 

    ア   市町村民税所得割は、 前年度に 比べ５ ． ３ ％の 増と な っ た 。 こ れは、 賃金上昇に

伴う 給与所得の 増を 見込ん だ こ と な ど に よ る 。  

     

イ  市町村民税法人税割は、 前年度に 比べ４ ． ３ ％の 増と な っ た 。 こ れは、 企業収益

の 増を 見込ん だ こ と な ど に よ る 。  
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   ウ   固定資産税及び都市計画税は、 前年度に 比べそ れぞ れ１ ． ４ ％、 １ ． １ ％の 増と

な っ た 。 こ れは、 新築住宅戸数や増築件数の 増加に よ る 増を 見込ん だ こ と な ど に よ

る 。  

 

主 な 税 金 の 種 類 別 状 況 

                        （ 単位： 百万円、 ％）  

   

予　 算　 額 構　 成　 比 増　 減　 率

822, 299 100. 0 3. 1

404, 429 49. 2 5. 1

所 得 割 354, 598 43. 1 5. 3

法 人 税 割 31, 001 3. 8 4. 3

320, 038 38. 9 1. 4

土 地 145, 521 17. 7 0. 4

家 屋 130, 145 15. 8 2. 0

償 却 資 産 36, 299 4. 4 3. 6

25, 016 3. 0 2. 1

60, 146 7. 3 1. 1

区    分

地 方 税

う
ち

市 町 村 民 税

う
ち

固 定 資 産 税

う
ち

た ば こ 税

都 市 計 画 税
 
 

 

② 地方譲与税（ ７ ５ 億４ ７ 百万円）  

前年度（ ７ ４ 億５ ２ 百万円） に 比べ１ ． ３ ％の 増と な っ た 。 こ れは、 自動車重量税

が ４ ． ９ ％の 増を 見込ん だ こ と な ど に よ る 。  

 
 

③ 地方特例交付金等（ ６ ５ 億２ ９ 百万円）  

    前年度（ ４ １ 億８ ８ 百万円） に 比べ、 ５ ５ ． ９ ％の 増と な っ た 。 こ れは、 当分の 間

税率（ 軽油引取税、 地方揮発油譲与税） 及び環境性能割（ 自動車税、 軽自動車税） 廃

止に 伴う 減収補填特例交付金を 見込ん だ こ と な ど に よ る 。  

 

 

④ 地方交付税（ ８ １ ５ 億８ ３ 百万円）  

前年度（ ７ ４ ３ 億４ ８ 百万円） に 比べ９ ． ７ ％の 増と な っ た 。 内訳は、 普通交付税

が ６ ． ９ ％の 増、 特別交付税が ４ ４ ． ６ ％の 増で あ る 。  

    な お、 国の 地方財政計画に おけ る 地方交付税の 総額は、 前年度に 比べて ６ ． ５ ％の

増と な っ て い る 。  
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( 2)  そ の 他の 財源（ １ 兆３ ５ ３ 億９ ４ 百万円）  

 

①   国庫支出金（ ４ ， ０ ５ ９ 億６ ２ 百万円）   

     前年度（ ３ ， ９ ４ ５ 億８ ２ 百万円） に 比べ２ ． ９ ％の 増と な っ た 。 こ れは、 児童保

護負担金が １ ３ ． ０ ％、 障害者自立支援給付金等負担金が １ １ ． １ ％の 増と な っ た こ

と な ど に よ る 。  

 

国 庫 支 出 金 の 状 況 

（ 単位： 百万円、 ％）  

 

予　 算　 額 構　 成　 比 増　 減　 率

405, 962 100. 0 2. 9

生 活 保 護 112, 926 27. 8 3. 1

児 童 保 護 77, 639 19. 1 13. 0

障 害 者 自 立 支 援 63, 743 15. 7 11. 1

普 通 建 設 20, 559 5. 1 △2. 3

そ の 他 131, 094 32. 3 △5. 0

内
　
　
訳

 区    　 　 分

国 庫 支 出 金

 

 

②   都支出金（ ３ ， ６ ２ ６ 億７ 百万円）  

 前年度（ ３ ， ３ ９ ６ 億１ ０ 百万円） に 比べ６ ． ８ ％の 増と な っ た 。 こ れは、 都支出

金の 構成比の ８ ８ ． １ ％を 占め る 「 そ の 他」 が 、 保育所等利用世帯負担軽減事業費補

助金な ど の 拡充に よ り １ ０ ． ０ ％の 増と な っ た こ と な ど に よ る 。  

 

都 支 出 金 の 状 況 

（ 単位： 百万円、 ％）  

 

予　 算　 額 構　 成　 比 増　 減　 率

362, 607 100. 0 6. 8

普 通 建 設 事 業 費 支 出 金 35, 183 9. 7 1. 8

災 害 復 旧 事 業 支 出 金 257 0. 1 △31. 4

委 託 金 7, 587 2. 1 △46. 1

そ の 他 319, 580 88. 1 10. 0

 区    　 　 分

都 支 出 金

内
　
　
訳
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③   繰 入 金 （ ８ ８ ４ 億２ 百万円）  

    前年度（ ８ １ ３ 億６ １ 百万円） に 比べ８ ． ７ ％の 増と な っ た 。 こ れは、 基金か ら の

繰入金の う ち 、特定目的基金等か ら の 繰入が ３ ０ ．０ ％の 増と な っ た こ と な ど に よ る 。  

 

基 金 か ら の 繰 入 金 の 状 況 

（ 単位： 百万円、 ％）  

 

予　 算　 額 構  成  比 増  減  率

86, 381 100. 0 8. 6

財 政 調 整 基 金 40, 388 46. 8 △ 7. 7

減 債 基 金 1, 642 1. 9 1. 5

特 定 目 的 基 金 等 44, 351 51. 3 30. 0

区　 　 　 　 　 　 分

内
　
訳

基 金
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④   地 方 債 （ ８ ４ ５ 億８ ０ 百万円）  

前 年 度（ ７ ４ ０ 億 ８ ９ 百 万 円 ） に 比 べ １ ４ ． ２ ％ の 増 と な っ た 。 こ れ は 、 デ

ジ タ ル 活 用 推 進 事 業 債 が １ ， ４ ９ ２ ． ３ ％ 、 公 共 施 設 等 適 正 管 理 推 進 事 業 債 が

１ ４ ３ ． ５ ％ の 増 と な っ た こ と な ど に よ る 。  

 

地 方 債 の 状 況 

（ 単位： 百万円、 ％）  

 

予　 算　 額 構  成  比 増  減  率

84, 580 100. 0 14. 2

学 校 教 育 施 設 等
整 備 事 業 債 14, 108 16. 7 △ 1. 7

社 会 福 祉 施 設
整 備 事 業 債 3, 346 4. 0 48. 2

一 般 廃 棄 物 処 理 事 業 債 1, 434 1. 7 740. 4

緊 急 防 災 ・ 減 災
対 策 事 業 債 4, 154 4. 9 △ 19. 1

公 共 施 設 等 適 正
管 理 推 進 事 業 債 11, 371 13. 4 143. 5

防 災 ・ 減 災 ・ 国 土 強
靭 化 緊 急 対 策 事 業 債 186 0. 2 △ 17. 5

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策
事 業 管 理 推 進 事 業 債 252 0. 3 △ 67. 7

臨 時 財 政 対 策 債 5 0. 0 △ 55. 5

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 債 11 0. 0 0. 9

脱 炭 素 化 推 進 事 業 債 630 0. 7 △ 72. 8

こ ど も ・ 子育て 支援事業債 160 0. 2 △ 45. 2

デ ジ タ ル 活 用 推 進 事 業 債 1, 110 1. 3 1, 492. 3

そ の 他 事 業 27, 724 32. 8 25. 5

振 興 基 金 20, 090 23. 8 △ 7. 5

区　 　 　 　 　 　 分

地 方 債

内
　
　
訳
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４   歳出の 状況  

 

  ( 1)  目的別歳出の 状況 

      主な 目的別歳出の 内訳は、 次の と おり で あ る 。  

構成比      増減率 

総 務 費     ２ ， ５ １ ２ 億８ ６ 百万円（ １ １ ． ８ ％  １ ０ ． ０ ％）  

民 生 費   １ 兆  ５ １ ０ 億 ７ 百万円（ ４ ９ ． ３ ％   ４ ． ５ ％）  

衛 生 費     １ ， ７ ４ ７ 億４ ６ 百万円（  ８ ． ２ ％   ９ ． ０ ％）  

土 木 費     １ ， ７ ６ ８ 億３ ９ 百万円（  ８ ． ３ ％   ０ ． ３ ％）  

教 育 費     ２ ， ８ ２ ４ 億２ ３ 百万円（ １ ３ ． ３ ％   ５ ． ０ ％）  

 

 

①   総務費（ ２ ， ５ １ ２ 億８ ６ 百万円）  

     前年度（ ２ ， ２ ８ ４ 億６ ８ 百万円） に 比べ１ ０ ． ０ ％の 増と な り 、 歳出総額に 占め

る 割合は １ １ ． ８ ％と 、 前年度（ １ １ ． ３ ％） を ０ ． ５ ポ イ ン ト 上回っ た 。 こ れは、

総務費の 構成比の ８ ４ ． ６ ％を 占め る 総務管理費が 、 給与改定や段階的な 定年引上げ

の 影響に よ り １ ６ ． ８ ％の 増と な っ た こ と な ど に よ る 。  

 

総 務 費 の 状 況 
（ 単位： 百万円、 ％）  

 

予　 算　 額 構  成  比 増  減  率

251, 286 100. 0 10. 0

総 務 管 理 費 212, 464 84. 6 16. 8

徴 税 費 20, 339 8. 1 0. 3

戸 籍 住 基 台 帳 14, 024 5. 6 1. 5

選 挙 費 2, 294 0. 9 △ 69. 3

統 計 調 査 費 935 0. 4 △ 75. 6

監 査 委 員 費 1, 231 0. 5 5. 4

区　 　 　 　 　 　 分

総 務 費

内
　
　
訳

 

 

②   民生費（ １ 兆５ １ ０ 億７ 百万円）   

     前年度（ １ 兆６ ０ 億２ １ 百万円） に 比べ４ ． ５ ％の 増と な り 、 歳出総額に 占め る 割

合は前年度（ ４ ９ ． ６ ％） か ら ０ ． ３ ポ イ ン ト 減の ４ ９ ． ３ ％と 平成６ 年度以降３ ３

年連続で 目的別区分の 第１ 位と な っ て い る 。  

   社会福祉費は、 障害者自立支援関係経費の 増な ど に よ り ５ ． ０ ％の 増と な っ た 。  

    老人福祉費は、高齢者数の 増に 伴う 介護保険事業会計への 繰出金の 増な ど に よ り ４ ．

０ ％の 増と な っ た 。  

    児童福祉費は、 子ど も 子育て 関係経費の 増な ど に よ り ４ ． ８ ％の 増と な っ た 。  

        な お、 生活保護費は、 物価高騰の 影響な ど に よ り ３ ． ０ ％の 増と な っ た 。  
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民 生 費 の 状 況 

（ 単位： 百万円、 ％）   

 

予  算  額 構  成  比 増  減  率

1, 051, 007 100. 0 4. 5

社 会 福 祉 費 273, 610 26. 0 5. 0

老 人 福 祉 費 147, 583 14. 0 4. 0

児 童 福 祉 費 468, 973 44. 6 4. 8

生 活 保 護 費 160, 810 15. 3 3. 0

災 害 救 助 費 30 0. 0 3. 5

区　 　 　 　 　 　 分

民 生 費

内
　
　
訳

 

 

 

③   衛生費（ １ ， ７ ４ ７ 億４ ６ 百万円）     

     前年度（ １ ， ６ ０ ２ 億９ ４ 百万円） に 比べ９ ． ０ ％の 増と な り 、 歳出総額に 占め る

割合は８ ． ２ ％と 、 前年度（ ７ ． ９ ％） を ０ ． ３ ポ イ ン ト 上回っ た 。 こ れは、 衛生費

の 構成比の ５ ７ ． ３ ％を 占め る 清掃費が 、 １ ５ ． １ ％の 増と な っ た こ と な ど に よ る 。  

 

衛 生 費 の 状 況 

（ 単位： 百万円、 ％）   

 

予　 算　 額 構  成  比 増  減  率

174, 746 100. 0 9. 0

保 健 衛 生 費 72, 187 41. 3 1. 8

結 核 対 策 費 701 0. 4 △ 2. 0

保 健 所 費 1, 745 1. 0 1. 7

清 掃 費 100, 113 57. 3 15. 1

内
　
　
訳

衛 生 費

区　 　 　 　 　 　 分

 

 

 

④   土木費（ １ ， ７ ６ ８ 億３ ９ 百万円）  

     前年度（ １ ， ７ ６ ２ 億２ ７ 百万円） に 比べ０ ． ３ ％の 増と な っ た 。 こ れは、 土木管

理費が ２ ． ３ ％、 道路橋梁費が ３ ． ７ ％の 増と な っ た こ と な ど に よ る 。  

歳出総額に 占め る 割合は８ ． ３ ％と 、 前年度（ ８ ． ７ ％） を ０ ． ４ ポ イ ン ト 下回っ

た 。 こ れは、 土木費の 構成比の ６ ６ ． ８ ％を 占め る 都市計画費が 、 土地区画整理事業

の 進捗状況に よ り ０ ． ９ ％の 減と な っ た こ と な ど に よ る 。  
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土 木 費 の 状 況 

（ 単位： 百万円、 ％）  

 

予  算  額 構  成  比 増  減  率

176, 839 100. 0 0. 3

8, 979 5. 1 2. 3

41, 391 23. 4 3. 7

118, 161 66. 8 △ 0. 9

23, 266 ( 19. 7) 29. 3

24, 684 ( 20. 9) △ 3. 0

24, 362 ( 20. 6) 11. 3

45, 848 ( 38. 8) △ 15. 0

8, 309 4. 7 0. 3

区　 　 　 　 　 　 分

土 木 費

内
　
　
訳

土 木 管 理 費

道 路 橋 梁 費

都 市 計 画 費

内
　
　
訳

街 路 費

公 園 費

下 水 道 費

区 画 整 理 費 等

そ の 他
 

（ 注 ） (  ) 内 の 構 成 比 は 、 都 市 計 画 費 総 額 に 対 す る 構 成 比 で あ る 。  

 

 

⑤   教育費（ ２ ， ８ ２ ４ 億２ ３ 百万円）   

     前年度（ ２ ， ６ ９ ０ 億１ ９ 百万円） に 比べ５ ． ０ ％の 増と な り 、 歳出総額に 占め る

割合は１ ３ ． ３ ％と 、 前年度（ １ ３ ． ３ ％） と 同水準と な っ て い る 。  

こ れは、 野球場やス ポ ーツ セ ン タ ー等の 運動施設の 改修事業に よ り 保健体育費が １

３ ． ９ ％の 増と な っ た こ と な ど に よ る 。  

 

教 育 費 の 状 況 

（ 単位： 百万円、 ％）  

 

予  算  額 構  成  比 増  減  率

282, 423 100. 0 5. 0

教 育 総 務 費 67, 536 23. 9 △ 0. 6

小 学 校 費 66, 413 23. 5 13. 1

中 学 校 費 30, 001 10. 6 △ 11. 0

社 会 教 育 費 43, 052 15. 2 1. 7

保 健 体 育 費 70, 798 25. 1 13. 9

そ の 他 4, 624 1. 6 10. 1

内
　
　
訳

教 育 費

区　 　 　 　 　 　 分
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( 2)  性質別歳出の 状況 

   主な 性質別歳出の 内訳は、 次の と おり で あ る 。  

                                                      構成比          増減率 

        人 件 費     ３ ， ０ ０ ３ 億６ ２ 百万円（ １ ４ ． １ ％     ６ ． ５ ％）  

        扶 助 費     ６ ， ７ ３ ６ 億 ２ 百万円（ ３ １ ． ６ ％     ４ ． ５ ％）  

        公 債 費       ８ ６ ３ 億７ ４ 百万円（   ４ ． １ ％     ０ ． ５ ％）  

        普 通 建 設 事 業 費     ２ ， １ ３ ５ 億９ ３ 百万円（ １ ０ ． ０ ％    １ ０ ． １ ％）  

物 件 費     ４ ， ０ ９ ７ 億 ５ 百万円（ １ ９ ． ２ ％     ２ ． ４ ％）  

 

 

義 務 的 経 費 、 投 資 的 経 費 等 の 状 況 

                            （ 単位： 百万円、 ％）  

 

予  算  額 構  成  比 増  減  率

2, 130, 316 100. 0 5. 0

1, 060, 338 49. 8 4. 7

人 件 費 300, 362 14. 1 6. 5

扶 助 費 673, 602 31. 6 4. 5

公 債 費 86, 374 4. 1 0. 5

214, 470 10. 1 10. 3

普通建設事業費 213, 593 10. 0 10. 1

災害復旧事業費 876 0. 0 93. 8

失業対策事業費 0 　 　 　 ― 　 　 　 ―

855, 508 40. 2 4. 2

物 件 費 409, 705 19. 2 2. 4

補 助 費 等 226, 947 10. 7 6. 8

繰 出 金 180, 928 8. 5 2. 6

内
　
訳

そ の 他 の 経 費

う
　
ち

義 務 的 経 費

区　 　 　 分

総          額

内
　
　
　
訳

内
　
訳

投 資 的 経 費
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①    義務的経費（ １ 兆６ ０ ３ 億３ ８ 百万円）  

前年度（ １ 兆１ ２ ７ 億１ ０ 百万円） に 比べ４ ． ７ ％の 増と な っ た 。  

歳出総額に 占め る 割合は、 ４ ９ ． ８ ％で 前年度（ ４ ９ ． ９ ％） を ０ ． １ ポ イ ン ト  

下回っ た 。  

 

   ア   人件費（ ３ ， ０ ０ ３ 億６ ２ 百万円）  

前年度（ ２ ， ８ ２ ０ 億７ ７ 百万円） と 比べ６ ． ５ ％の 増と な っ た 。 こ れは、 給与

改定に 伴う 職員給の 増及び退職金の 増な ど に よ る 。  

 （ ※ 人件費に おけ る 上記の 増減率は事業費支弁人件費控除後の 比率で あ る 。 ）  

 

イ   扶助費（ ６ ， ７ ３ ６ 億２ 百万円）    

     前年度（ ６ ， ４ ４ ６ 億４ ９ 百万円） に 比べ４ ． ５ ％の 増と な り 、 平成１ ２ 年度以

降２ ７ 年連続の 増加と な っ た 。 こ れは、 保育施設の 公定価格の 引上げに 伴う 増な

ど に よ る 。  

    

ウ   公債費（ ８ ６ ３ 億７ ４ 百万円）    

     前年度（ ８ ５ ９ 億８ ５ 百万円） に 比べ０ ． ５ ％の 増と な っ た 。  

 

 

②    投資的経費（ ２ ， １ ４ ４ 億７ ０ 百万円）        

     前年度（ １ ， ９ ４ ３ 億７ １ 百万円） に 比べ１ ０ ． ３ ％の 増と な っ た 。  

   な お、 歳出総額に 占め る 割合は１ ０ ． １ ％で 、 前年度（ ９ ． ６ ％） を ０ ． ５ ポ イ ン

ト 上回っ た 。  

 

 

    ア  普通建設事業費（ ２ ， １ ３ ５ 億９ ３ 百万円）   

     前年度（ １ ， ９ ３ ９ 億１ ９ 百万円） に 比べ１ ０ ． １ ％の 増と な っ た 。 内訳は、 補

助事業費が ７ ． ８ ％の 増、 単独事業費が １ １ ． ５ ％の 増と な っ た 。  

 

普 通 建 設 事 業 費 の 状 況 

                        （ 単位： 百万円、 ％）  

 

予  算  額 構  成  比 増  減  率

213, 593 100. 0 10. 1

補 助 事 業 費 57, 867 27. 1 7. 8

単 独 事 業 費 153, 424 71. 8 11. 5

そ の 他 2, 303 1. 1 △ 10. 5

区            分

普 通 建 設 事 業 費

内
　
訳
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普 通 建 設 事 業 費 主 要 目 的 別 内 訳 
                        （ 単位： 百万円、 ％）  

 

予  算  額 構  成  比 増  減  率

213, 593 100. 0 10. 1

総 務 費 34, 958 16. 4 93. 7

民 生 費 15, 470 7. 2 0. 4

衛 生 費 8, 104 3. 8 76. 8

土 木 費 79, 868 37. 4 △ 7. 9

教 育 費 61, 186 28. 6 7. 2

区            分

普 通 建 設 事 業 費

う
　
　
ち

 

    

 

イ  災害復旧事業費（ ８ 億７ ６ 百万円）  

      前年度（ ４ 億５ ２ 百万円） に 比べ９ ３ ． ８ ％の 増と な っ た 。  

 

 

③    そ の 他の 経費（ ８ ， ５ ５ ５ 億８ 百万円）  

前年度（ ８ ， ２ １ １ 億５ ０ 百万円） に 比べ４ ． ２ ％の 増と な っ た 。  

歳出総額に 占め る 割合は４ ０ ． ２ ％で 、 前年度（ ４ ０ ． ５ ％） を ０ ． ３ ポ イ ン ト  

下回っ た 。  

 
 

   ア   物件費（ ４ ， ０ ９ ７ 億５ 百万円）  

     前年度（ ４ ， ０ ０ ２ 億４ ８ 百万円） に 比べ２ ． ４ ％の 増と な っ た 。 こ れは、 ご み

収集委託料や給食単価引上げに 伴う 小中学校給食委託料の 増な ど に よ る 。  

    

イ   補助費等（ ２ ， ２ ６ ９ 億４ ７ 百万円）  

      前年度（ ２ ， １ ２ ５ 億７ ２ 百万円） に 比べ６ ． ８ ％の 増と な っ た 。 こ れは、 一部

事務組合に 対する 負担金の 増な ど に よ る 。  

 

ウ   繰出金（ １ ， ８ ０ ９ 億２ ８ 百万円）  

     前年度（ １ ， ７ ６ ４ 億１ １ 百万円） に 比べ２ ． ６ ％の 増と な っ た 。  

こ の う ち 、 国民健康保険事業会計（ 事業勘定） への 繰出金は６ ． ８ ％の 減、 介護

保険事業会計（ 保険事業勘定） への 繰出金は４ ． １ ％の 増、 後期高齢者医療事業

会計への 繰出金は１ １ ． ４ ％の 増と な っ て い る 。  

 

 
 
 
 

-12-



 

繰 出 金 の 状 況 
 

（ 単位： 百万円、 ％）  

 

 

 

 

 

 

 

 

予  算  額 構  成  比 増  減  率

180, 928 100. 0 2. 6

国民健康保険事業会計
（ 事 業 勘 定 ）

49, 387 27. 3 △ 6. 8

介 護 保 険 事 業 会 計
（ 保 険 事 業 勘 定 ）

63, 177 34. 9 4. 1

後 期 高 齢 者
医 療 事 業 会 計

17, 051 9. 4 11. 4

う
　
　
ち

区            分

繰 出 金
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